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Ⅰ 特 許 出 願

（特 17） 

（特 38 の 2）

（特 38 の 4）

（特 18 の 2(2)）

（特 18 の 2(1)）

（特 50） 

意
見
書
等
不
提
出 

又
は
、 

拒
絶
理
由
解
消
せ
ず 

（特 49） 

（特 121）

（特 51） 

（特 107）

（特 66） 

（特許権消滅後も可) 

（特 64） 

却下理由通知 

（不提出) 

出 願 却 下  

（弁明認めず) 

弁明書提出 

拒絶理由通知 

拒 絶 査 定  

査 定 不 服 審 判 請 求  

出 願 却 下  

（特許料納付なし) 

特 許 無 効 審 判  

３年 

（特 48 の 3）

（特 18(1)）

出

願

審

査

請

求

（特例法 7(1)） 

 ３ 年 間 審 査  

 請 求 な し

出 願 取 下  

（特例法 7(2)） 

１年６月 

出 願 公 開  

（特例法 7(3)）

磁気ディスクへの 

記録の求めなし 

公 開 特 許 公 報  

出 願 か ら 権 利 消 滅 ま で 

３０日 

（提 出） 

意見書 

手続補正書 

補 正 指 令  

（補正指令に 

応じた場合) 

出 願 却 下  

補正指令 

補完指令 

（不提出) 

出 願 却 下  

磁気ディスクへの 

記録の求めあり 

（提 出） 

手続補正書 

手続補完書 

明細書等補完書 

（書面により出願した場合) 

注１ 磁気ディスクへの記録の求めは(一財)工業所有権電子情 

報化センターに対して行う手続です。 

注２ 外国語書面出願の手続については第二章第十節参照。 

（拒絶理由解消) 

（補正指令に 

応じない場合) 

（特許公報発行 

から６月以内）

特 許 取 消  

権利の存続期間 

： 

出願日から 20 年 

延長登録は最長25年

異 議 申 立  

特 許 維 持  

権 利 消 滅  

（特 48 の 3(4)） 

（不適法）
方 式 審 査  

出 願 

（特17の 2）

（特 18(1)）

審 査 

特 許 査 定  

 特許料納付 

設 定 登 録  特 許 公 報  
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特許庁HP「出願の手続(令和4年度版)」より：P．1 <https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/document/syutugan_tetuzuki/00_04atoz.pdf>




